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　For the past 30 years, social scientists have devoted increasing attention to horizontal inequalities based on college major. 

However, the possibility of these inequalities has not been regarded as major topics in Japan. In this paper, I review theoretical 

studies on college major. Also, I discuss empirical studies that treat determinants or labor market outcomes of college major. In 

conclusions, I propose directions of future studies focusing on the links between inequalities and college major.
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１．はじめに

　本稿の目的は，大学の専攻分野を通じた不平等生成

メカニズムに関する研究動向の整理を通じて，専攻分

野に着目する今後の研究の課題と展望を示すことであ

る。

　教育と社会階層の関連を検討する従来の研究では，

高等教育の大衆化によって高等教育の門戸があらゆる

層に開かれたにも関わらず，教育達成の階層差が安

定していることが，重要な課題とされてきた（Shavit 
and Blossfeld eds. 1993, 尾嶋 1990, 荒牧 2000など）。荒牧
（2000）は，「全体の機会が拡大することによって内部
格差が自動的に縮小していくという常識的な見方は，

中等教育の場合にも，高等教育の場合にも，否定され

た」（20頁）と教育達成の階層差が，いずれの教育段階
においても安定していることを強調していた。

しかしながら，近年では，大学進学に関する不平

等が大局的には縮小傾向にあることが報告されてきた

（Breen et al. 2009, 近藤・古田 2009, Bernardi and Ballarino 
2014など）。例えば，近藤・古田（2009）は，親学歴・
財所有・父職の社会経済的変数から教育機会の趨勢を

検討した結果，高度経済成長期以降の進学コーホート

で格差縮小が進んだことを指摘している１）。同様の不

平等の縮小傾向を，Fujihara and Ishida（2016）も報告し
ており，「大学に進学するか否か」という基準では大局

的には平等化の傾向にあるけれども，同時に，「どのよ

うな大学で，どのような専攻分野を学んだか」という

ような高等教育機関内部の相対的な基準では，その内

部の格差が拡大傾向にあることを明らかにしている。

しかしながら，このような大卒者内部の社会階層間

格差の拡大傾向は当然の結果である。なぜなら，日本

では，明瞭な序列構造が大学間に存在しているからで

ある（竹内 1995）。両角（2008）が指摘するように，
1980年代以降の日本の高等教育の拡大は，入試選抜が
機能しないようなボーダーフリーの私立大学を中心に

担われてきた。また，中村（2011）も，推薦入試など
の軽量化された「マス選抜」の入試制度が，入試難易

度が低いような大学を中心に広がり，低階層出身者の

大学進学を促していることを明らかにしている。

したがって，高階層出身者ほど，銘柄大学に進学す

る傾向にあることを考慮すれば（平沢 2011），「どの
ような大学で学んだか」という大学ランクを基準にし

た高等教育機関内部での近年の格差拡大傾向は，高等



130 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  56  巻　2016

教育の大衆化の予測しうる結果だろう。既存の序列構

造により，高等教育の大衆化は高等教育機関内部の差

異を一層明確化し，これまで高校と大学の間にあった

社会階層上の差異が，大学間の差異に置き換えられて

いるのである。

　以上のような，垂直的序列に基づく大学間の差異に

ついてはこれまでの日本の研究でも注目されてきた。

しかしながら，それとは独立しているように見える専

攻分野などの水平的差異もまた，大卒者内部の格差拡

大に重要な位置を占めていることが海外の研究では指

摘されてきている。例えば，高等教育の拡大と大学で

の専攻分野の関連を検討したReimer et al.（2008）は，
人文系専攻出身者が多い国であるほど，人文系専攻出

身者が従業上の地位や失業率の点で不利な傾向にある

ことを指摘し，高等教育が大衆化する中でそのような

社会的に不利な専攻分野が生み出されてきたことを明

らかにしている。

他方で，大学の専門教育の違いにより，「どのよう

な専攻分野を学んだか」で同じ教育年数の中でも獲得

された人的資本のタイプが異なっていることも指摘さ

れてきた（Paglin and Rufolo 1990, Kalmijn and van der 
Lippe 1997）。したがって，Breen et al.（2009）が強調
するように，教育機会の不平等が縮小しているという

事実は，あくまでも高等教育が大衆化してもなお，教

育が提示する人的資本の価値が一定であるという条件

付きであることを考慮すれば，教育年数だけではな

く，大学での専攻分野を踏まえて不平等生成メカニズ

ムを検討することが必要である。

　しかしながら，Fujihara and Ishida（2016）も今後の
課題として指摘しているように，従来の日本の研究で

は，高等教育が大衆化する中で，大学の専攻分野が不

平等生成にどのような影響を与えているのかは，十分

に検討されてこなかった。そこで本稿では，これまで

の日本の研究では十分に着目されてこなかった大学で

の専攻分野に通じた不平等生成メカニズムに関する先

行研究の研究動向を整理することを通じて，今後の研

究課題と展望を議論し，大学での専攻分野に着目する

今後の研究の地平を示す。本稿の構成を説明する。第

２章では，大学での専攻分野に着目した理論研究の動

向を整理する。その上で，第３章では，実証研究の動

向を整理し，第４章で今後の研究課題と展望について

議論したい。

２．大学での専攻分野に着目した理論研究の動向

Ａ．大卒学歴内部の不平等を説明する理論枠組み 
　先述のように，高等教育の大衆化によって，あら

ゆる層に高等教育の門戸が開かれたという想定とは裏

腹に，教育達成の階層差が安定していることが重要な

課題とされてきた。Raftery and Hout（1993）は，こう
した安定した階層差の状況を説明する枠組みとして，

MMI仮説（Maximally Maintained Inequality）を提唱して
いる。教育機会の不平等が安定している状況に対して

MMI仮説では，ある教育段階において，特権的な集団
の進学率が飽和した時に初めて，高等教育の大衆化が

階層差の縮小をもたらすと説明されている。

しかしながら，こうしたMMI仮説は，理論的な矛盾
点や，「飽和」の設定の困難さが批判されてきた（Lucas 
2009, Thomsen 2015）。特に，Lucas（2009）は，MMI仮
説では，同一教育段階内部の質的な差異がもたらす不

平等が考慮されていない問題点を批判した上で，MMI
仮説自体も実証不可能で，理論的にも矛盾したもので

あることを強調している。

　こうしたMMI仮説を批判する中で，EMI仮説
（Effectively Maintained Inequality）が提唱されるに至っ
た（Lucas 2001, 2009）。EMI仮説では，同一教育段階
内部においてすらも，特権的な集団は質的に有利な選

択肢を探し出すことで自らの特権を維持しようとする

ため，たとえ「飽和」なるものに達したとしても，大

学内部の質的な差異を通じた不平等が維持され続ける

と説明されている。彼の指摘で重要なのは，高等教育

の大衆化によって大学に進学するか否かに関する「縦

の不平等」が縮小したとしても，高等教育機関内部の

質的な「横の不平等」によって，総体としての不平等

が維持されるということにある。

　以上のようなEMI仮説の説明は，入試難易度によっ
て大学間の序列構造が明瞭である日本の文脈では，意

外性のない理論枠組みである。しかしながら，大学間

の序列構造が日本ほどは明瞭でない海外の文脈では，

EMI仮説は好意的に受け止められ，多くの実証研究が
報告されてきた（Ayalon and Yogev 2005, Boliver 2011, 
Triventi 2013, Thomsen 2015）。例えば，イスラエルの事
例を検討したAyalon and Yogiv（2005）は，人文社会科
学系などの社会的に不利な専攻分野を中心に高等教育

が拡大する中で，そのような収容力が拡大した専攻分

野に低階層出身者が進学している状況を指摘し，教育

機会の不平等縮小は社会的に不利な専攻分野で生じて

いることを指摘している。また，デンマークの事例を
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検討したThomsen（2015）も，大学選抜度と専攻分野の
特性を同時に考慮した分析から，高階層の人々が選抜

制の高い大学のリベラルアーツ領域に進学する傾向に

あることを指摘し，EMI仮説に適合的な結果が得られ
たことを報告している。このように，高等教育の大衆

化という社会的文脈の中で「どのような大学でどのよ

うな専攻分野を学ぶか」という「横の不平等」に対す

る関心が高まり，大学での専攻分野を中心とした高等

教育機関内部の質的な差異と不平等に関する研究が近

年では進んできたといえる（Gerber and Cheung 2008）。

Ｂ．専攻分野選択の不平等を説明する理論枠組み

しかしながら，大学での専攻分野を通じた不平等が

生成されるには，専攻分野ごとの社会的な評価の違い

に加えて，有利と想定される専攻分野を特権的な集団

が占有する一方で，不利と想定される専攻分野を社会

の中で不利な集団が選択するような関係性が必要であ

る。つまり，社会的に有利な専攻分野を前提とした上

で，専攻分野選択の階層差を想定する必要がある。そ

こで，Lucas（2009）は，Breen and Goldthorpe（1997）
が提唱するRRA仮説（Relative Risk Aversion）と相互
補完的に議論する有効性を指摘している。

RRA仮説は，Boudon（1973＝1983）の議論を発展
させることで，教育達成の階層差が維持されるメカニ

ズムを次の３点から説明し，Goldthorpe（1996）の構
想を定式化した。それは，①相対的リスク回避，②学

力の階層差とそれに伴う成功見込みの階層差，③経済

的資源の階層差である。RRA仮説では，個人は自分
の親と同等かそれ以上の階級に到達する確率を最大化

するような教育選択を行うことが想定されている。例

えば，親が専門管理職である子どもは，親の階級から

の下降を回避する確率を最大化するためには，高等教

育に進学することが合理的である。しかしながら，親

が工場労働者である子どもは，中等教育を終えれば親

の階級から下降する確率が少なくなるため，わざわざ

高等教育に進学する必要はないことになる２）。

このような「大学に進学するか否か」に関する

RRA仮説は，海外では肯定的な研究蓄積が進んで
きたものの（Need and De Jong 2001, Breen and Yaish 
2006, Jackson et al 2007など），親の階級を準拠点に「大
学に進学するか否か」を判断すると想定するRRA仮
説は，日本では概ね否定されている（太郎丸 2007, 鹿
又 2013）３）。毛塚（2013）は，「日本では進路の決定
の際，相対リスク回避仮説が仮定しているように， 当
事者は階層の下降回避を考慮しているのではなく，む

しろより単純に『進学できるか否か』，『本人の成績と

進学する教育課程の定員』を考慮している」（338頁）
可能性を指摘し，「成績と定員を考慮した進学モデル」

である「単純進学モデル」の妥当性を実証している。

しかしながら，近年では，RRA仮説のような費用・
便益・成功見込みを勘案して教育選択を行うと想定す

る理論モデルは，「どのような大学でどのような専攻

分野を学ぶか」というような質的な教育選択におい

てこそ，適合的であるとする研究が蓄積されてきてい

る。つまり，「大学に進学するか否か」という「縦の

不平等」を説明するRRA仮説の理論枠組みと，「横の
不平等」を説明するEMI仮説が理論的に合流してきて
いるといえる。例えば，Tolsma et al.（2010）は，専攻
分野の選択にRRA仮説の鍵概念である主観的成功見
込みが有効であることを示唆しており，費用便益の評

価は，教育レベルだけではなくて専攻選択にも影響を

与えていることを指摘している。他方，Gabay-Egozi et 
al.（2015）は，女性であるほど理工系に進学しにくい
ような専攻分野選択のジェンダー差を説明する上で，

RRA仮説の理論枠組みが有効であることを指摘し，女
性は理工系の進路選択に対して低い主観的成功見込み

を示すことを明らかにしている。このように，専攻分

野選択の不平等を検討する上での理論枠組みは，既存

の理論を拡張しながら海外では議論されてきた。

Ｃ．大学での専攻分野と便益を説明する理論枠組み

前節までの議論では，高等教育が大衆化する中で，

大学での専攻分野が注目され，EMI仮説やRRA仮説に
基づいて研究が蓄積されてきていることを確認した。

しかしながら，大学での専攻分野と不平等を検討する

上では，社会的に有利な専攻分野が存在する一方で，

社会的に不利な専攻分野が存在することを説明する理

論枠組みが必要である。では，どのような理論枠組み

から，同じ大卒者の間ですらも，大学での専攻分野に

よって労働市場で得られる便益が異なることが説明で

きるのだろうか。この説明に関しては，次のような２

つの議論が存在している。一つが，専攻分野ごとのス

キル形成に着目して，人的資本論を拡張して説明する

立場である（Paglin and Rufolo 1990, Kalmjin and van der 
Lippe 1997, van de Werfhorst and Kraaykamp 2001, van de 
Werfhorst 2002, Arcidiacono 2004, Arcidiacono et al. 2012）。
もう一つが，高等教育の大衆化との関連から説明する

立場である（Reimer et al. 2008, Ortiz and Menés 2016）。
前者の人的資本論を拡張して議論する立場では，同

じ教育年数であったとしても，教育を通じて獲得され
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る人的資本のタイプは異なっており，特に大学での専

門教育では，職業と関連するような特殊人的資本の獲

得が志向されていると考える（Paglin and Rufolo 1990, 
Kalmjin and van der Lippe 1997）。van de Werfhorst（2002）
は，大学の専攻分野を通じて獲得される人的資本は，

「文化」「経済」「コミュニケーション」「技術」の４種

類であり，それらの教育資本と仕事で要求されるスキ

ルがマッチするかどうかが便益の差につながることを

明らかにしている。Kalmijin and van der Lippe（1997）
も同様の議論をしており，そのような教育資本の獲得

の程度によって，従業する職業のみならず，消費行動

や政治意識なども異なることを指摘している。

他方で，Arcidiacono（2004）は，大学での専攻分野
の選択自体が能力に応じた自己選抜を伴っているた

め，その能力の差が労働市場でも評価されることを指

摘している。すなわち，大学での専攻分野を選択する

段階で，数学的能力を基準にした自己選抜のプロセス

が発生するため，高度な数学的能力を要求される理工

系専攻者はそれ以外の専攻者に比べてスキル面で優

れることになり，結果的にそのスキルが労働市場で

も評価されることになるのである（Arcidiacono et al. 
2012）。
後者の高等教育の大衆化との関連から議論する立

場では，高等教育が大衆化する中で，どのような専

攻分野の労働市場の評価が低下したのかに着目する

（Reimer et al. 2008, Ortiz and Menés 2016）。Bernardi 
and Ballarino（2014）は，高等教育の大衆化には，教
育機会の不平等縮小をもたらす一方で，同時に，教育

資格の位置財（positional goods）として側面を強めて
しまうトレードオフの関係性が内在されていることを

指摘している。位置財に基づく議論においては，教育

資格の価値を絶対的なのものでなく，その資格を周囲

の人々がどれくらい持っているのかに依存する相対的

なものと想定する（Hirsh 1977）。このように，教育資
格が高等教育の大衆化の中で位置財として機能する側

面もあるにもかかわらず，従来の研究では教育資格の

絶対的な価値だけが考慮され，相対的な価値としての

側面が見逃されてきた（Goldthorpe 2014, Bol 2015）。
　こうした研究動向の中で，Ortiz and Menés（2016）
は，高等教育が大衆化する中で，大学での専攻分野自

体が位置財として機能するようになっていることを明

らかにしている。彼らは，高等教育大衆化によって，

社会に大卒者が増えたことによる相対的な価値の喪失

（位置的価値の喪失）は人文系，社会科学系専攻で大

きい一方で，獲得するスキルが比較的明瞭な工学や化

学などの技術系専攻は，位置的価値の喪失による否定

的な効果が表れにくいことを明らかにしている。他方

で，専攻分野が労働市場に与える影響を国際比較した

Reimer et al.（2008）も，高等教育の大衆化は人文系
や社会科学系専攻分野の平均的な学力水準の低下をも

たらすことにつながり，結果として，大卒者が多いよ

うな国ほど，人文系の学位保持者は高い失業率と低い

従業上の地位を示すことを指摘している。

　もちろん，以上のような海外での研究文脈が，日

本の文脈でもそのまま当てはまるとは限らない。先

述のように，大学間の序列構造が明瞭な日本の文脈で

は，高等教育が大衆化する以前から，大学ランクに基

づいた質的な不平等が存在しているともいえるからで

ある。しかしながら，胡中（2015）が述べるように，
日本の文脈でも，大学での専攻分野に応じてどのよう

な職業に従事するかが水路づけられていることは事実

である。このような専攻分野と職業の関連を考慮すれ

ば，大学ランクだけではなく，大学での専攻分野が，

社会の不平等生成にどのような影響をもたらしている

のかを検討することも重要な課題であろう。大学間の

序列が明瞭な日本の文脈においては，大学での専攻分

野に着目するような視座は，学校歴研究の中で埋もれ

た，いわば見逃されてきたトピックであり，今後も研

究蓄積が必要である。以下では，これまでの実証研究

の動向を整理し，今後の研究課題と展望を示す。

３．大学での専攻分野に着目した実証研究の動向 

Ａ．専攻分野選択の不平等に関する実証研究の動向

　まず，専攻分野選択と不平等の関連を検討した実証

研究の動向を整理したい。前述のRRA仮説の理論枠
組みに基づいて専攻分野選択の不平等を検討した実証

研究は，まだ多く蓄積されているとは言い難い。しか

しながら，RRA仮説に基づかなくても，大学での専攻
分野の選択に出身階層差があることは多くの研究で実

証されてきた（Davies and Guppy 1997, van de Werfhorst 
et al. 2001, Ayalon and Yogiv 2005,van de Werfhorst and 
Lujikx 2010, Arcidiacono et al. 2012, Gabay-Egozi et al 
2010, Reimer and Pollak 2010, Kraaykamp et al. 2013, 白川 
2015など）。

Davies and Guppy（1997）は，アメリカの事例から，
社会経済的に有利な層ほど経済的な便益が大きい専攻

分野を選択するわけではなく，むしろ労働者階級の大

学進学者ほど，経済的な便益が大きい専攻分野を選択

する傾向が強いことを指摘し，労働者階級の進学者



133大学での専攻分野を通じた不平等生成メカニズムに関する研究動向

にとっては専攻分野選択が社会上昇の手段として機

能していることを明らかにしている。以上のような，

Davies and Guppyの研究では，「階級」という側面か
ら出身階層の影響を捉えているが，van de Werfhorst et 
al.（2001）は出身家庭の資源をどのように捉えるかで
専攻分野選択の傾向が異なることを指摘している。彼

らは，経済階層が高い場合は，法律や医学などの経済

的な便益が大きい専攻分野を選択することで経済資源

の再生産をめざす傾向にあるが，文化階層が高い場合

は，教養的な専攻分野を選択することで，文化的資源

の再生産をめざす傾向にあることを実証している。他

方で，Kraaykamp et al.（2013）は，親自身の専攻分野
が，子どもの専攻分野選択に親学歴よりも強い影響を

与えていることを指摘し，その影響が高等教育の大衆

化の中で強まっていることを明らかにしている。

このように出身階層のどのような側面に焦点を当て

るかによって，専攻分野選択と出身階層の関連が異

なった形で報告されてきたのが現状である。そのため

か，Jackson et al.（2008）では，彼女らの仮説に反して，
大学での専攻分野が世代間移動の説明に大きな役割を

果たさないことが報告されている。つまり，出身階層

と到達階層の関連を大学での専攻分野が媒介しなかっ

たのである４）。しかしながら，このような Jackson et 
al.（2008）の否定的な結果に対して，van de Werfhorst 
and Lujikx（2010）は，出身階層としての父職を大分
類による大きなカテゴリーではなく，より詳細な小分

類程度で捉える必要があるとして批判を加えている。

そして，彼らはログリニア分析から，父職と関連が強

いような専攻分野を子どもが選択した場合に子どもが

父職と同等の地位に到達する確率が高いことや，専攻

分野選択は父職の影響が大きいことを指摘し，専攻分

野が世代間移動の説明に大きな役割を果たすことを明

らかにしている。また，より近年の研究では，高等教

育が大衆化する中で，専攻分野選択に対して出身階層

の影響が強まってきていることが指摘されており，今

後のさらなる検討が求められている（Kraaykamp et al. 
2013, Triventi 2013）。
以上のような海外の実証研究の動向に対して，日本

において専攻分野選択の不平等を検討した研究はほ

とんど存在しないが，数少ない実証研究として白川

（2015）があげられる。白川（2015）は，高校２年生
の進路希望の分析から，専門職の出身者には理工や保

健を選ぶものが多いことや，社会科学系と保健系の選

択率が世帯収入の高低と結びついていることを明らか

にし，「教育分野の選択が，必ずしも労働市場での地

位達成を意図した投資的な行為ではないときでも，ど

のような学科・専攻の学習内容に興味や関心をもつか

に，両親に代表される重要な他者の働きかけがが関係

している可能性」（54頁）を指摘している。しかしな
がら，彼の分析はあくまでも高校２年生段階の進路選

択に過ぎず，進路決定ではないという限界がある。ま

た，海外の研究動向と比べて，日本の研究では，専攻

分野選択と不平等の関連を問うような研究蓄積自体が

乏しいのが現状である。

Ｂ．専攻分野と便益に関する実証研究の動向

　次に，大学での専攻分野が労働市場にもたらす影響

を検討した実証研究の動向を整理する。大学での専攻

分野が労働市場にもたらす影響は，国ごとの教育制度

や産業構造によって異なっていることが指摘されてき

た（Reimer et al. 2008, van de Werfhorst 2004, 2011）。し
かしながら，人文系専攻が多くの点で不利な傾向にあ

る一方で，工学系専攻が有利な傾向にあることが多く

の研究で実証されている（Rumberger and Thomas 1993, 
Marini and Fan 1997, Ishida et al. 1997, Shauman 2006, 
Reimer et al. 2008, Giesecke and Schindler 2008, Kim et al. 
2015, Ortiz and Menés 2016）。

Rumberger and Thomas（1993）では，最も経済的便
益が大きい専攻分野は工学系や保健系であるのに対し

て，経済的便益が最も小さいのは教育系，社会科学系，

人文系であることが明らかにされている。さらに，専

攻分野間で生涯獲得賃金を比較したKim et al.（2015）
は，高卒者と大卒者の平均的な生涯獲得賃金の違いよ

りも，大卒者内部の専攻分野間での平均的な生涯獲得

賃金の違いの方がはるかに大きいことを指摘し，工学

系や商学系がライフコースを通じて高い生涯賃金を得

ていることを実証している。

以上のような，工学系の有利，人文系の不利な傾

向の関係性は賃金などの経済面だけに限らないとさ

れてきた。Ishida et al.（1997）は，個人の能力として
の専攻分野が個人のキャリアに影響することを指摘

し，人文系専攻出身者はキャリア後半の課長職の昇

進で不利であることを明らかにしている５）。Reimer et 
al.（2008）でも，ヨーロッパ22か国中21か国で人文系
専攻出身者の失業率が圧倒的に高いことに加えて，人

文系専攻出身者の従業上の地位は低い傾向にあること

が指摘されている。

　しかしながら，大学での専攻分野が労働市場にもた

らす影響は個人のライフコースを通じて異なる可能性

も実証されてきた（Ishida et al . 1997, Giles and Drewes 



134 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  56  巻　2016

2001, Roska and Levey 2010, Kim et al. 2015）。例えば，
Roska and Levey（2010）は，人文系専攻などの社会的
に不利とされる専攻分野は，確かに雇用の初期の段階

では不利な傾向にあるが，キャリア後半で挽回してい

くことを明らかにしている。Giles and Drewes（2001）
も，社会的に不利とされるリベラルアーツ系専攻出身

者がキャリア後半に賃金面で挽回するとすることを明

らかにしている。Kim et al.（2015）が強調するように，
専攻分野の便益を検討する際には，ライフコースを通

じた長期的な視点を持って議論する必要がある。

　他方で，大学での専攻分野が効果的に働くのは，従

業している職業や産業に依存すると想定するジョブ

マッチの視点も重視されてきた（Kalmjin and van der 
Lippe 1997, van de Werfhorst 2002, Robst 2007, Assirelli 
2015）。ジョブマッチの視点では，大学での専攻分野が
生かせるような職業や産業がある一方で，専攻分野が

生かせないような職業や産業が存在することが想定さ

れる。例えば，医学部出身者は医者になった場合は専

攻分野を通じて獲得したスキルを活用することが容易

だが，工場労働者になった場合はそれを活用すること

が難しくなってしまう。つまり，van de Werfhorst（2002）
が述べるように，大学での専攻分野が労働市場で効果

的に働くのは，全ての職業や産業で一定ではない。

Robst（2007）は，工学系などの特殊なスキルを重視
する専攻分野の出身者は，専攻分野を通じて獲得した

スキルを自分の仕事に生かしやすい傾向にあるけれど

も，それを活用できない仕事についた場合には賃金が

低下するなど代償が大きいことを明らかにしている。

また，Assirelli（2015）は，学歴と職業要件の「資格ミ
スマッチ」と，教育を通じて獲得されるスキルと職業

上必要なスキルの間の「技術ミスマッチ」の区別の重

要性を指摘し，その両者でミスマッチの程度が最も大

きい国が日本であるという結果を報告している。

以上のような海外の実証研究の動向に対して，日

本においては，専攻分野が労働市場にもたらす影響は

ほとんど検討されてこなかった。その背景には，濱口

（2010）が指摘するような，「教育と労働の密接な無関
係」という日本的雇用慣行の考え方があると考えられ

る。訓練可能性としての学歴は職業と「密接」に関連

する一方で，「なにを学んだか」は無関係であるという

想定の下では，「なにを学んだか」を示す大学での専攻

分野に着目することが少なくなるのかもしれない。

しかしながら，賃金や収益率を検討するために，専

攻分野に着目した研究に関しては，いくつかの研究が

蓄積されてきた。例えば，大学・学部別に収益率を検

討した岩村（1996）は，社会科学系が理工系よりも
収益率が高いことを明らかにしている。他方，浦坂他

（2011）は，医学部も含めた理系が文系よりも賃金の面
で有利であることを指摘しているが，山本・安井・織

田（2015）は医学部を除外すると理系と文系で有意な
差は確認されないと批判を加えている。このように，

専攻分野に経済面で着目した日本の研究は，研究蓄積

が乏しいことはもちろん，それぞれの知見が一致して

いない。

　他方，専攻分野とライフコースやジョブマッチの

関係を検討した日本での数少ない実証研究としては，

柿崎他（2007）や山本・安井（2016）があげられる。
前者では，ある国立大学生の卒業後の追跡調査から，

専攻分野とキャリア形成の関連が検討され，大学での

専攻分野に応じて，卒業生のキャリア形成が異なって

いることが明らかにされている。後者では，理工系出

身の女性に着目した上で，ジョブマッチが検討されて

いる。その結果，理工系出身の女性は，理工系出身の

男性と競合することから，自らの人的資本にマッチし

た専門職につきにくいことに加えて，その人的資本が

雇用主に特殊とみなされる傾向にあるために，非専門

職に入職しても不利な立場に立たされることを明らか

にしている。

　以上のように，海外における研究蓄積とは裏腹に，

日本の研究では，専攻分野に着目した分析は十分とは

いえないのが現状である。初職就職という短期的な視

点から人文系専攻に「社会的要請」を求めるような近

年の政策動向を踏まえるならば（文部科学省 2015），
ライフコースを通じた専攻分野の影響を検討する実証

研究や，専攻分野とジョブマッチに関する実証研究の

蓄積が，日本の文脈においてこそ必要であろう。

４．今後の課題と展望

本稿では，大学での専攻分野を通じた不平等生成メ

カニズムに関する研究動向を，海外における研究動向

との比較を視野に入れながら，理論と実証の両面から

整理を行ってきた。以上のような先行研究の動向を踏

まえた上で，大学での専攻分野に着目する今後の日本

における研究の課題と展望をまとめるならば，以下の

ような２点になるであろう。

　第一に，普通科高校における文理選択との関連であ

る。日本の普通科高校においては，２章Ｂ節で確認し

たRRA仮説に基づく理論枠組みや，３章Ａ節で確認
した海外での実証研究動向が想定しないものとして，
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文理選択によるコース分けが存在する（塚原 2013）。
国立教育政策研究所（2012）によれば，高校１年生の
10月から12月に生徒に文理選択を行わせた上で，高校
２年生の４月から文理のコース別に分かれる高校がほ

とんどである。このような高校入学初期における文理

選択が，その後の専攻分野選択を規定している日本の

現状を踏まえれば，どのようなメカニズムを背景にし

て文理選択が行われているか検討した上で，専攻分野

選択の不平等を検討する必要がある。

さらに，RRA仮説による教育選択の理論枠組みで
は，将来的な職業と，その便益を見通した上での合理

的選択としての教育選択を仮定している。しかしなが

ら，教育系や医療系などの専門職への到達が見通しや

すい専攻分野を除いて，専攻分野とその後の職業との

関連を高校生が見通した上で，文理選択や専攻分野選

択を行っているとは考えにくい。したがって，文理選

択などの日本の文脈も視野にいれながら，専攻分野選

択の不平等を慎重に検討していく必要があるだろう。

　第二に，スキル偏向型技術進歩（skill-biased 
technological change: SBTC）に着目する研究蓄積との
関連である。専攻分野と便益に関する２章Ｃ節の理論

枠組みや，３章Ｂ節の実証研究と並行する形で，経済

学を中心とした研究領域では，高等教育が大衆化して

社会に大卒者が増えたにも関わらず，1990年代以降
を中心に賃金面で見た場合の大卒学歴のプレミアム

が上昇していることが指摘されてきた（濱中 2013, 島 
2013, 矢野 2015など）。このような高等教育が大衆化
しても高まる大卒学歴の価値に対して，SBTCの理論
では，コンピュータ技術革新などのスキルに偏向した

形での技術進歩によって，大卒学歴を基本とした熟練

労働者の相対的な限界生産力が高まることに説明を求

めている（Berman et al. 1994, 清水・松浦 1998, Goldin 
and Katz 2008, 櫻井 2011など）。そして，大卒者を高
スキル労働者とみなした上で，産業別 ITストックや
コンピュータ投資を技術進歩の代理指標に，多くの実

証研究が蓄積されてきている（清水・松浦 1998, 櫻井 
2011, 池永 2015など）。
しかしながら，Kalmijin and van der Lippe（1997）

が述べるように，大学での専攻分野によって人的資本

の蓄積のタイプが異なっていることを踏まえれば，大

学での専攻分野によってSBTCの影響が異なる可能性
が高いだろう。専攻分野の位置財としての機能に着目

したOrtiz and Menés（2016）が述べるように，高等教
育が大衆化する中で人文・社会科学系専攻分野の位置

的な価値が低下しているのだとすれば，それはスキル

偏向型の技術進歩の中で人文・社会系専攻の需要が低

下していると解釈することも可能である。したがっ

て，大学での専攻分野を通じた不平等生成を検討する

ためには，高等教育の大衆化の影響だけではなく，ス

キル偏向型技術進歩も視野に入れて議論していく必要

があるだろう。

　先述のように，大学での専攻分野に着目する研究

は，日本の研究蓄積の中では，学校歴研究の中で埋も

れた，いわば見逃されてきたトピックである。高等教

育が大衆化する中で，大卒者内部の格差が拡大してい

るのだとすれば，大学での専攻分野にも着目した研究

が，日本においても必要である。本稿は，今後の研究

蓄積の礎石と位置付けられる。

注

１） ただし，若年コーホート（1980年代後半以降の進学コーホート）
で親学歴や父職の内部に局所的な格差拡大傾向も認められている

ため，あくまでも財所有という視点では大局的には縮小傾向にあ

るという点に注意が必要である。彼らの主張の力点は，多様なメ

カニズムを想定して格差の動向を検討していく必要があるという

点にある。

２） RRA仮説の説明では階級の下降を回避する意識はどの階級で
も同じだが，下降回避する準拠点が階級によって異なる上に，能

力分布の差は主観的成功見込みの差に，経済的資源の差は費用負

担能力の差につながるため，結果として合理的な選択に階級差が

生じることになり，教育達成の階層差が安定的に維持されること

に，力点がある。MMI仮説やEMI仮説と同様に，高等教育が大衆
化しても持続する教育達成の階層差を説明する理論といえよう

３） 学歴が階級並みの規定力を持っているとする「学歴下降回避仮
説」の方が，概ね肯定的な結果となっている（近藤・古田 2009など）。

４） 彼女らは，専攻分野が社会移動に与える影響は，国家的な文脈
にかなりの程度依存することをフランス，ドイツ，イギリス，オ

ランダの４か国の国際比較から指摘している。

５） 彼らの指摘で重要なのは，大学での専攻分野がキャリアの後半
で働くということは，専攻分野が人的資本としても働くというこ

とである。
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